
立法と調査　2019.9　No.415

18

参議院常任委員会調査室・特別調査室

 

 

 

ＮＨＫによる常時同時配信の実施 

― 放送法の一部を改正する法律案の成立 ― 

 

 

鈴木 友紀 

（総務委員会調査室） 

 

 

 

１．はじめに 

２．法律案の提出の経緯 

（１）ＮＨＫのインターネット活用業務の現状 

（２）総務省「放送を巡る諸課題に関する検討会」における検討 

３．改正法の概要 

（１）ＮＨＫのインターネット活用業務の対象の拡大（常時同時配信の実施の解禁） 

（２）ＮＨＫグループの適正な経営を確保するための制度の充実 

（３）施行期日 

４．国会における主な議論と附帯決議 

（１）ＮＨＫの常時同時配信の実施を解禁する理由 

（２）常時同時配信の放送法上の位置付け 

（３）常時同時配信に要する費用の上限の在り方 

（４）ＮＨＫと民間放送事業者との連携・協力 

（５）ＮＨＫによる地方向け放送番組の配信と民放ローカル局からの情報発信 

（６）常時同時配信における円滑な権利処理 

（７）放送と通信の融合時代におけるＮＨＫの役割と常時同時配信と受信料制度の関係 

（８）附帯決議 

５．おわりに 

 

 

１．はじめに1 

近年、ブロードバンドやスマートフォンの普及に代表される情報通信技術の進展を背景

                                                                                  
1 本稿は、令和元年８月 23 日現在の情報による。なお、脚注の参照ＵＲＬも、同日に確認を行った内容に基づ

く。 
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に、インターネットによる動画配信サービスの利用が浸透するなど2、コンテンツの視聴環

境に大きな変化が生じている。また、若年層を中心に「テレビ離れ」が進んでおり、10 代、

20 代では、既にインターネットの利用時間が、テレビのリアルタイム視聴時間を平日・休

日ともに上回っている3。こうした状況を背景に、我が国のインターネットの広告費は年々

増加し、今や地上波テレビの広告費を追い抜こうとしている4。 

このように放送を取り巻く環境が大きく変化する中、総務大臣の懇談会である「放送を

巡る諸課題に関する検討会」（以下「諸課題検討会」という。）において、ＮＨＫの常時同

時配信等の「業務」について、「受信料」、「経営」の在り方と併せて一体的な検討が行われ、

平成 30 年９月に「第二次取りまとめ」が公表された。 

第 198 回国会（常会）では、「第二次取りまとめ」を踏まえ、①ＮＨＫのインターネット

活用業務の対象の拡大（常時同時配信の実施の解禁）、②ＮＨＫグループの適正な経営を確

保するための制度の充実、③衛星基幹放送の業務の認定要件の追加5を内容とする「放送法

の一部を改正する法律案」（閣法第 36 号）が平成 31 年３月５日に提出され、令和元年５月

29 日に可決・成立した（令和元年法律第 23 号）。 

本稿は、国会において議論の中心となったＮＨＫに係る法改正事項について、本法律案

の提出の経緯とその内容を概観した後、国会における主な議論を紹介するものである。 

 

２．法律案の提出の経緯 

（１）ＮＨＫのインターネット活用業務の現状 

ア ＮＨＫの業務の概要 

ＮＨＫは、放送の全国普及、良質な放送番組の提供、国際放送の実施等を目的として、

放送法の規定により設立された特殊法人であり、その業務の範囲や運営の仕組みは放送

法に定められている。 

ＮＨＫの業務の範囲は、放送法第 20 条に限定列挙されており、①国内放送、調査研

究、国際放送といったＮＨＫが行うことを義務付けられている「必須業務」（第１項）、

②ＮＨＫの目的を達成するための業務であって、その実施がＮＨＫの判断に任されてい

る「任意業務」（第２項）、③目的と関わりのない業務であって、必須業務や任意業務の

円滑な遂行に支障のない範囲で行うことができる「目的外法定業務」（第３項）がある（図

                                                                                  
2 総務省「平成 30 年通信利用動向調査の結果」（令和元年５月）によると、インターネットの利用目的・用途

（複数回答）について、「動画投稿・共有サイトの利用」は 60.4％、「ラジオ、テレビ、映画などのオンデマ

ンド配信サービスの利用」は 26.4％である。 
3 総務省「平成 29 年情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査報告書＜概要＞」（平成 30 年７月）

によると、主なメディアの平均利用時間は、10 代（平日）は、テレビ（リアルタイム視聴）73.3 分、インター

ネット 128.8 分、20 代（平日）は、テレビ（同）91.8 分、インターネット 161.4 分である。 
4 株式会社電通「2018 年 日本の広告費」によると、平成 30 年の地上波テレビ広告費が１兆 7,848 億円（前

年比 98.2％）であるのに対し、インターネット広告費は１兆 7,589 億円（同 116.5％）である。<http://ww

w.dentsu.co.jp/news/release/2019/0228-009767.html> 
5 衛星基幹放送（ＢＳ放送、東経 110 度ＣＳ放送）については、既存事業者の使用により、当該放送用の周波

数の一部の帯域（右旋帯域）がひっ迫していることから、改正法では、衛星基幹放送に係る周波数の有効利

用を図るため、衛星基幹放送の業務の認定（認定の更新を含む。）の要件に、総務大臣が定める周波数の使用

に関する基準に適合することを追加している。 
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表１参照）。 

このうち、インターネット活用業務は、②の任意業務として位置付けられており、ブ

ロードバンドの普及や新たな技術革新等に伴って制度の見直しが行われ、漸次拡大が行

われている。 

図表１ ＮＨＫの業務の概要 
 
必須業務（放送法第２０条第１項） 

第１号、第２号 国内放送 
第３号     放送及びその受信の進歩発達に必要な調査研究 
第４号、第５号 国際放送 

 

任意業務（放送法第２０条第２項） 

第１号 中継国際放送 
第２号 放送番組等のインターネットによる一般への提供【ＢtoＣ業務】 
第３号 放送番組等のインターネット配信事業者等への提供【ＢtoＢ業務】 
第４号 外国放送事業者への放送番組等の提供 
第５号 テレビジョン放送による外国人向け協会国際衛星放送の放送番組及びその編集上必要な資料

を放送事業者に提供する業務 
第６号 必須業務に附帯する業務 
第７号 多重放送事業者への放送設備の賃貸 
第８号 委託による調査研究、技術援助及び放送従事者の養成 
第９号 放送及びその受信の進歩発達に特に必要な業務 

 

目的外法定業務（放送法第２０条第３項） 

第１号 ＮＨＫの保有施設、設備を一般の利用に供し又は賃貸する業務 
第２号 委託により放送番組等を制作する等の業務 
 

（出所）総務省資料等に基づき筆者作成 

 

イ これまでのインターネット活用業務拡大の経緯 

インターネットの急速な普及等を背景として、ＮＨＫは、平成12年12月から、ＮＨＫ

のウェブサイトにおいて、ニュース（データ放送の文字情報、テレビ番組の映像・音声

情報等）の提供を開始し6、その際、当該業務は、任意業務のうち「必須業務に附帯する

業務」7として位置付けられた。 

その後も、インターネット活用業務の拡大が行われ、平成19年の放送法改正では、任

意業務の一つとして、「放送した放送番組及びその編集上必要な資料」（既放送番組）を

インターネットを通じて提供する業務が明示的に追加されるとともに、ＮＨＫが自ら定

め、総務大臣の認可を受けた「実施基準」8に基づき当該業務を行うこととされた。ＮＨ

Ｋは、平成20年12月から、「ＮＨＫオンデマンド」として、放送済みのドラマやドキュメ

ンタリー、ニュース番組等を有料で配信している。 

さらに、ＮＨＫは、平成21年２月に外国人向け国際放送の同時配信、平成23年３月に

災害情報等の同時配信を開始し、これらは「必須業務に附帯する業務」9として位置付け

られた。また、平成23年９月からは、国内ラジオ放送の同時配信が始まったが、これは

                                                                                  
6 ＮＨＫ放送文化研究所編「ＮＨＫ年鑑 2001」74 頁 
7 現行法第 20 条第２項第６号（当時は第９条第２項第２号） 
8 「放送法第 20 条第２項第２号の業務の基準」（平成 24 年１月 18 日総務大臣認可） 
9 現行法第 20 条第２項第６号（当時は第５号） 

インターネット 

活用業務 
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任意業務のうち、総務大臣の個別の認可が必要となる「放送及びその受信の進歩発達に

特に必要な業務」10として位置付けられ、期間限定の実施とされていた11。 

こうした状況の下、平成26年の放送法改正では、ＮＨＫによるインターネット活用業

務の範囲や規律の体系を簡素化、明確化、透明化する観点から12、インターネット活用業

務の放送法上の位置付けについて整理が行われ、既放送番組に加え、国際放送、ラジオ

放送等のインターネット同時配信等についても、第20条第２項第２号に基づく恒常的な

業務として実施することとされた。これを受け、ＮＨＫは、新たに実施基準13を策定し

（第20条第９項）、インターネット活用業務を行っている。しかし、平成26年改正では、

「協会のテレビジョン放送による国内基幹放送14の全ての放送番組を当該国内基幹放送

と同時に一般の利用に供することを除く」とされ（第20条第２項第２号）、ＮＨＫは、国

内テレビ放送の「常時同時配信」を実施することができないこととされた。 

 

（２）総務省「放送を巡る諸課題に関する検討会」における検討 

ア 検討会による議論の開始と「第一次取りまとめ」（平成28年９月） 

平成26年１月にＮＨＫ会長に就任した籾井会長（当時）は、新聞各社が実施した就任

半年時のインタビューにおいて、常時同時配信について、「世の中の趨勢であり、遅くと

も2020年東京五輪までに環境整備をしなければならない」旨を述べた15。また、平成27年

１月に策定された「ＮＨＫ経営計画 2015-2017年度」では、「インターネットを活用し

てＮＨＫのコンテンツをより広く届けるため、“放送の同時再送信”の課題の解決を図る

とともに、取り組みを推進」することが盛り込まれた。 

一方、ＮＨＫのガバナンスについては、平成16年の番組プロデューサーによる制作費

不正支出を始めとする不祥事の発覚等を受け、平成19年の放送法改正により、経営委員

会の監督権限の明確化や監査委員会の設置など、その強化が図られたが、その後も、Ｎ

ＨＫや子会社において、不祥事は続いていた。 

こうした状況の下、総務省は、放送に関する諸課題について、中長期的な展望も視野

に入れつつ検討を行うことを目的として、諸課題検討会を設置し、平成27年11月から議

論が開始された。諸課題検討会では、「公共放送を取り巻く課題への対応」が検討事項

の一つとされ、ＮＨＫが平成28年６月の同検討会において要望した16常時同時配信等の

                                                                                  
10 現行法第 20 条第２項第９号（当時は第８号）、第 20 条第 14 項（当時は第 10 項）。 
11 ＮＨＫは、「大臣認可は平成 25 年度末までの期間限定であり、その後の取り扱いが課題」とした上で、「現

行認可期間終了後も業務として実施できるよう、業務規定上位置づけられることを希望」とした。（ＮＨＫ

「ＮＨＫのインターネット関連業務等のあり方について」放送政策に関する調査研究会（第８回）配付資料

（平 25.5.15）） 

なお、同業務について、平成 25 年度末で認可期間が終了することから、ＮＨＫは、平成 26 年１月に、平

成 26 年度の実施について認可申請を行い、同年３月に認可が行われた。 
12 放送政策に関する調査研究会「第一次取りまとめ」（平成 25 年８月）50 頁 
13 「放送法第 20 条第２項第２号および第３号の業務の実施基準」（最新は平成 29 年９月 13 日総務大臣認可） 
14 「基幹放送」とは、「電波法の規定により放送をする無線局に専ら又は優先的に割り当てられるものとされ

た周波数の電波を使用する放送」をいう（放送法第２条第２号）。 
15 『産経新聞』（平 26.7.24）等 
16 ＮＨＫは、「テレビ放送の定常的な同時配信（常時同時配信）を可能とする制度整備についても検討をお願

いしたい」と要望した。ＮＨＫ「追加ヒアリングご説明資料」（放送を巡る諸課題に関する検討会（第９回）
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「業務」について、「受信料」、「経営」の在り方と併せて一体的な検討が行われた。 
平成28年９月にまとめられた「第一次取りまとめ」では、「新たな時代の公共放送」

として、①業務の在り方（インターネットの本格的活用、国際放送・地域情報発信の充

実・強化等）、②受信料の在り方（インターネット時代への対応、支払率の向上等）、

③経営の在り方（適正な責任ある経営体制の確保、透明性の確保等）について、それぞ

れ対応の方向性を示した上で、「ＮＨＫの業務・受信料・経営の在り方については、相

互に密接不可分なものであることから、一体的に改革を進めていく必要があり、その具

体的方策について、有識者・関係者からの意見も聴取しつつ、引き続き、検討を進めて

いくことが適当」とされた。 

イ 上田会長の就任（平成29年１月）とＮＨＫにおける検討 

平成29年１月に就任した上田ＮＨＫ会長は、就任直後となる翌２月に常設の諮問機関

として「ＮＨＫ受信料制度等検討委員会」を設置した。上田会長は、「ＮＨＫは、メディ

アや社会環境等が変化するなかで、引き続き「情報の社会的基盤」の役割を果たすべく、

インターネット常時同時配信の可能性の検討を進めている」とした上で、この検討を進

めるに当たっての受信料負担の公平性等を検討するため、「常時同時配信の負担のあり

方」について諮問した。同検討委員会が同年７月25日にまとめた答申では、受信契約世

帯に対しては追加負担を求めないとする一方、テレビを持たずスマートフォン等からの

み番組を視聴する利用者に対しても、将来的に条件が整えば、受信料として費用負担を

求めていくことに一定の合理性があるとされた。 

これに対し、高市総務大臣（当時）は、同月28日の閣議後記者会見において、常時同

時配信について特に重要と考えている点として、①放送の「補完的な位置付け」として

の実現と具体的なニーズの把握、②既存の業務全体について公共放送として適当である

かの検討、③関連団体への業務委託の透明性確保と子会社の在り方の抜本的な改革の３

点を挙げ、この３要件を満たすことで、常時同時配信に係る議論の環境が整うとした。 

こうした状況の下、ＮＨＫは、同年９月の諸課題検討会において、2020年東京オリン

ピック・パラリンピックに向けて、2019年度からの常時同時配信の開始を改めて要望し、

サービス開始時の基本的な考え方として、①常時同時配信は放送の補完と位置付けるこ

と、②受信契約世帯の構成員は追加負担なく利用できるようにすること、③受信契約が

確認できない場合はメッセージ付き画面などの視聴にとどめること等を挙げるとともに、

開始時点においては、地上波（総合テレビ及び教育テレビ）の番組を配信したいと説明

した。また、ＮＨＫは、ＮＨＫグループの効率的な業務運営についても説明を行い、「関

連団体は、これまでの業務をゼロベースで見直し、「関連団体の役割の再定義」、「業務の

見直し・統廃合」等の検討をさらに進めていく」とした17。 

ウ 「第二次取りまとめ」（平成30年９月）と法律案の提出 

平成30年９月にまとめられた「第二次取りまとめ」では、「基本的な考え方」として、

「ＮＨＫが放送の補完として、インターネットを最大限活用すること、具体的には、常

                                                                                  
配付資料（平 28.6.24）） 

17 ＮＨＫ「ヒアリングご説明資料」（放送を巡る諸課題に関する検討会（第 17 回）配付資料（平 29.9.20）） 
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時同時配信を実施することについては、国民・視聴者の理解が得られることを前提に、

一定の合理性、妥当性があると認められる」とした。さらに、「今後の進め方」として、

「インターネット活用業務のあり方に関し、地域情報の提供の確保、他事業者との連携・

協力等の確保、見逃し配信等のあり方等について、具体的な内容・方策等を検討」する

ことやガバナンス改革の着実かつ徹底的な推進等をＮＨＫに求めた。また、「第二次取

りまとめ」では、「国民・視聴者の信頼を確保するためのＮＨＫのガバナンス改革」と

して、①コンプライアンスの確保（ＮＨＫ役員の責任の明確化等）、②情報公開による

透明性の確保（情報公開の根拠の明確化等）、③ＮＨＫの業務・受信料・ＮＨＫグルー

プのガバナンス等についての適切な評価・レビュー等の確保について提言が行われた。 
「第二次取りまとめ」を踏まえ、ＮＨＫは、平成30年11月の諸課題検討会において、

インターネット活用業務の費用、地域放送番組の段階的拡充と地域制限の実施、民間放

送事業者による公式テレビポータルサイト「ＴＶｅｒ」への参加、ＮＨＫグループのガ

バナンスの確保、受信料の引下げ18等について方針を説明した。また、同検討会では、総

務省からも、「第二次取りまとめ」を踏まえた対応として、インターネット活用業務の

会計上の透明性の確保の在り方等について方針が示された19。これらを受け、多賀谷座長

（千葉大学名誉教授）から、総務省において制度整備等の対応をお願いしたい旨の発言

がなされ、石田総務大臣は「総務省としても、ＮＨＫの取組を踏まえつつ、制度整備等

の対応について検討・調整を進めてまいりたい」とした。 

 

以上の経緯の下で、平成31年３月５日に、政府から「放送法の一部を改正する法律案」

（閣法第36号）が提出された。同法律案は、衆議院総務委員会において、同年４月23日に

趣旨説明聴取、５月14日に参考人質疑・対政府質疑の後に採決が行われ、16日の本会議に

おいて、多数をもって可決された。その後、参議院では、総務委員会において、23日に趣

旨説明聴取、28日に質疑・採決が行われ、29日の本会議において、多数をもって可決され、

成立した（令和元年法律第23号。以下「改正法」という。）。 

 

３．改正法の概要 

（１）ＮＨＫのインターネット活用業務の対象の拡大（常時同時配信の実施の解禁） 

前述のとおり、平成 26 年改正では、「協会のテレビジョン放送による国内基幹放送の全

ての放送番組を当該国内基幹放送と同時に一般の利用に供することを除く」と規定され、

ＮＨＫによる常時同時配信は認められなかったが、改正法では、この規定を削除すること

により、常時同時配信が可能とされた（第 20 条第２項第２号）。 

常時同時配信の実施の解禁と併せ、図表２のとおり、地方向け放送番組の提供や他の放

                                                                                  
18 平成 30 年 11 月に、ＮＨＫ経営委員会は、平成 29 年 12 月の最高裁判決等により計画を上回る受信料収入が

確保できる見通しとなっていること、４Ｋ・８Ｋ放送等の新たなメディア展開と経費の見通しに一定のめど

が付いたこと等を踏まえ、執行部から提案された受信料の引下げ（平成 30 年度の受信料収入（見込み）の

4.5％程度）を了承し、経営計画の修正を議決した。具体的には、①2019 年 10 月に２％（消費税率引上げ分

の受信料額改定を行わないことによる実質引下げ）、②2020 年 10 月に 2.5％の引下げを行うとした。 
19 放送を巡る諸課題に関する検討会（第 21 回）配付資料（平 30.11.30） 
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送事業者との協力に係る努力義務が規定された（第 20 条第 14 項）。また、ＮＨＫが策定す

るインターネット活用業務に係る実施基準について、総務大臣の認可要件の見直しが行わ

れ、常時同時配信等を行う際に、「業務に関する料金その他の提供条件に関する事項」20が

受信料制度の趣旨に照らして適切かどうかを新たに審査することとされた（第 20 条第 10

項）。さらに、実施基準の遵守義務と当該義務違反に対する総務大臣の遵守勧告の規定が追

加されるなど（第 20 条第 11 項、第 15 項）、事後チェック制度の充実も図られている。こ

のほか、ＮＨＫが毎年度策定している実施計画について、新たに経営委員会の議決事項に

加えられたほか（第 29 条第１項）、総務大臣への届出と公表が新たに義務付けられた（第

20 条第 13 項）。 

 

図表２ 改正のポイント（ＮＨＫのインターネット活用業務の対象の拡大） 

 
（出所）総務省資料 

  

（２）ＮＨＫグループの適正な経営を確保するための制度の充実 

改正法では、ＮＨＫグループの適正な経営を確保するため、図表３のとおり、①コンプ

ライアンス確保（会社法制に倣った規定の整備）、②透明で計画的なガバナンスの確保、③

情報公開による透明性の確保について規定の整備が行われた。 

なお、衆議院で行われた参考人質疑では、諸課題検討会の構成員も務めた宍戸常寿参考

                                                                                  
20 総務省は、料金その他の提供条件の具体例として、「例えば、常時同時配信を実施するに際し、受信契約者

に対しては追加負担なく利用できるようにする一方で、非受信契約者に対しては受信契約者と同等の映像は

視聴できないようにする措置をとるといった事項が挙げられるかと考えております」としている。（第 198 回

国会参議院総務委員会会議録第 12 号 16 頁（令元.5.28）） 
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人（東京大学大学院法学政治学研究科教授）は、これらの改正と常時同時配信との関係に

ついて、「何かＮＨＫの業務拡大を認めるかわりにガバナンスを強化するということを求

める、そういったいわばトレードの関係にあるものではない」と考えているとした上で、

「公共メディアとしてＮＨＫがその機能、役割を適切に果たすことという観点からは、こ

の二つの改正事項はいわば表裏の関係にあるというふうに理解」しているとしている21。 

 

図表３ 改正のポイント（ＮＨＫグループの適正な経営を確保するための制度の充実） 

 
（出所）総務省資料 

 

ア コンプライアンス確保（会社法制に倣った規定の整備） 

改正法では、会社法制に倣い、内部統制に関し経営委員会が議決すべき事項（子会社

の取締役等の職務の執行の法令適合性の確保、ＮＨＫへの報告等に関する体制）を具体

的に規定するとともに（第 29 条第１項）、役員（経営委員、執行部）について、「法令及

び定款並びに経営委員会の議決を遵守し、協会のため忠実にその職務を行わなければな

らない」とし、ＮＨＫに対する忠実義務を規定した（第 60 条の２）。 

さらに、監査委員会のチェック機能強化のため、監査委員による経営委員会の招集（第

39 条第３項）、役員の責任追求権の付与（第 46 条の２）等が規定された。 

イ 透明で計画的なガバナンスの確保 

放送法第 29 条第１項では、経営委員会の議決事項の一つとして「協会の経営に関する

基本方針」が規定されており、現在、ＮＨＫが自主的に策定している経営計画は、同規

                                                                                  
21 第 198 回国会衆議院総務委員会議録第 16 号２頁（令元.5.14） 
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定に基づく議決を経て、公表されている（近年では３年ごとに策定）22。 

改正法では、経営委員会の議決事項として、「中期経営計画」を明記するとともに（第

29 条第１項）、３年以上５年以下の期間ごとに、同計画を策定・公表することや（第 71

条の２第１項）、同計画等23に係るパブリックコメントの実施（第 29 条第３項）が義務付

けられた。また、同計画に記載すべき事項（計画の期間、経営に関する基本的な方向、

業務の種類・内容、内部統制、受信料体系等）についても具体的に規定されたほか（第

71 条の２第２項）、ＮＨＫ予算を総務大臣や国会に提出する際、当該事業年度に係る中

期経営計画を添えること等を新たに規定している（第 70 条）。 

ウ 情報公開による透明性の確保 

平成12年７月の行政改革推進本部特殊法人情報公開検討委員会の最終意見では、ＮＨ

Ｋは、放送による表現の自由の確保及び受信料収入による運営を定める放送法の趣旨か

ら、「政府の諸活動としての放送を行わせるために設立させた法人ではない」とされ、「独

立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」の対象外とするとされる一方、政府

とＮＨＫに対し、「情報提供制度や求めに応じて情報を開示する制度の整備」について検

討を行うことを求めた。 

これを踏まえ、ＮＨＫは、「ＮＨＫ情報公開基準」、「ＮＨＫ情報公開規程」等を定め、

放送法に定められたもの（例：経営委員会議事録、業務報告書、役職員の報酬・給与等

の支給基準等）を除き、自主的に情報公開を行っている。 

改正法では、ＮＨＫは、総務省令で定めるところにより24、ＮＨＫの保有する情報（Ｎ

ＨＫの組織、業務及び財務に関する基礎的な情報等）であって総務省令25で定めるものを

記録した文書、図画又は電磁的記録を作成し、適時に、かつ、一般にとって利用しやす

い方法により提供するものとしている（第 84 条の２第１項）。また、改正法では、ＮＨ

Ｋは、その諸活動についての一般の理解を深めるため、その保有する情報の公開に関す

る施策の充実に努めるものとしている（第 84 条の２第２項）。 

 

（３）施行期日 

改正法の施行期日は、一部を除き26、公布の日（令和元年６月５日）から起算して９月を

超えない範囲内において政令で定める日とされている。ＮＨＫは、常時同時配信の開始時

                                                                                  
22 最新の経営計画は、「ＮＨＫ経営計画（2018-2020 年度）」（平成 30 年１月策定、同年 11 月修正）である。 
23 令和元年７月１日に公表された「放送法施行規則の一部を改正する省令案」では、経営委員会によるパブリッ

クコメントの対象として、中期経営計画、受信契約の条項及び受信料の免除の基準、インターネット実施基

準等が規定された（施行規則第 18 条第２項）。なお、意見募集期限は７月２日から同月 31 日までであり、総

務省は、「提出された御意見を踏まえて検討を行い、速やかに公布・公表する予定」としている（総務省「改

正放送法の施行に向けたＮＨＫ関係の省令等の整備についての意見募集」（令和元年７月１日））。 
24 「放送法施行規則の一部を改正する省令案」では、情報提供の方法について、①事務所に備えて一般の閲覧

に供する方法、②インターネットによる方法とされている（施行規則第 55 条の２第１項）。 
25 「放送法施行規則の一部を改正する省令案」では、ＮＨＫが現在公表している情報に加えて、改正法で規定

された内部統制や中期経営計画に関する情報、ＮＨＫグループ全体に関する基礎的な情報等について、具体

的に規定されている（施行規則第 55 条の２第２項）。 
26 衛星基幹放送に関する改正規定は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行される。 
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期について、令和２年３月末から始まる聖火リレーに間に合うよう準備したい旨を説明し

ており27、総務省は改正法の施行に向け、実施基準や実施計画の具体的な記載事項等を定め

る省令のほか、実施基準の認可要件等の解説や具体的な審査基準等を示すためのガイドラ

インの整備を進めている28。 

 

４．国会における主な議論と附帯決議 

（１）ＮＨＫの常時同時配信の実施を解禁する理由 

 平成 26 年の放送法改正においてＮＨＫのインターネット活用業務の拡大が行われた際、

常時同時配信は禁止されたが、総務省は、その理由について、平成 26 年改正当時は、①常

時同時配信に関する視聴環境として、例えばスマートフォンが今ほど普及していなかった

こと、②屋外を含む様々な場所でも放送番組をインターネット経由で同時に視聴したいと

いうニーズが必ずしも明確ではなかったこと、③ＮＨＫから具体的な要望がなかったこと

を挙げた。一方、今般の改正案において解禁することとした理由について、総務省は、ス

マートフォンの普及など動画配信サービスによる視聴が一般化するなど視聴環境が大きく

変化したこと、常時同時配信に対する一定のニーズも明らかになってきたことから、常時

同時配信の実施を可能とする制度改正についてＮＨＫから要望があったことなども踏まえ

たものである旨を答弁した29。 

 なお、中村伊知哉参考人（慶應義塾大学大学院メディアデザイン研究科教授）は、常時

同時配信について、「むしろ遅きに失した」とする一方30、砂川浩慶参考人（立教大学社会

学部メディア社会学科教授）からは、そのニーズについて疑問が呈されている31。 

 

（２）常時同時配信の放送法上の位置付け 

 改正法では、常時同時配信も含め、インターネット活用業務の放送法上の位置付けは、

引き続き「任意業務」とされている。また、放送法第 15 条においてＮＨＫの目的が規定さ

れているが32、目的規定は改正されていない。 

 この理由については、総務省は、常時同時配信について「ＮＨＫの全ての放送番組をイ

ンターネットで配信する業務であって、これまでよりも大きな規模となる」とした上で、

「ＮＨＫからの要望も踏まえて、これまでのインターネット活用業務と同様に、任意業務

                                                                                  
27 第 198 回国会参議院総務委員会会議録第 12 号２頁（令元.5.28） 
28 具体的には、①放送法施行規則の一部を改正する省令、②日本放送協会のインターネット活用業務の実施基

準の認可に関するガイドライン、③日本放送協会の子会社等の事業運営の在り方に関するガイドラインにつ

いて、整備が進められている。 
29 第 198 回国会参議院総務委員会会議録第 12 号２頁（令元.5.28） 
30 第 198 回国会衆議院総務委員会議録第 16 号３頁（令元.5.14） 
31 砂川浩慶参考人は、「私どもの学生にこういったＮＨＫの常時同時配信をやるということについてどう思う

かということを聞いたところ、今回始まる常時同時配信につきまして、利用したいというのは皆無」であっ

たと述べている。（第 198 回国会衆議院総務委員会議録第 16 号４頁（令元.5.14）） 
32 放送法第 15 条（目的）には、「協会は、公共の福祉のために、あまねく日本全国において受信できるように

豊かで、かつ、良い放送番組による国内基幹放送（国内放送である基幹放送をいう。以下同じ。）を行うとと

もに、放送及びその受信の進歩発達に必要な業務を行い、あわせて国際放送及び協会国際衛星放送を行うこ

とを目的とする。」と規定されている。 
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の位置づけで、あくまで本来の目的である放送の補完として実施することを前提としてい

ることから、第 15 条の目的は変更を要しないと判断」した旨を答弁した33。 

 

（３）常時同時配信に要する費用の上限の在り方 

前述のとおり、ＮＨＫのインターネット活用業務は総務大臣の認可を受けてＮＨＫが定

めるインターネット実施基準に従い実施することとされている。実施基準では、インター

ネット活用業務について、業務の類型ごとに、業務の内容や実施方法、料金などの提供条

件等が示されている。 

この実施基準において、インターネット活用業務のうち、一般利用者向けに受信料を財

源として行う業務（２号受信料財源業務。図表４参照）の実施に要する費用は、各年度の

受信料収入の 2.5％が上限とされており、ＮＨＫ令和元年度予算では、168.7 億円（受信料

収入の 2.4％）が計上されている。2.5％上限の算定根拠について、ＮＨＫは、「国内や国

際放送関係のコンテンツの制作などに係る物件費や減価償却費、それにこうした作業を行

う人件費を合わせた費用を踏まえ、上限を設定」していると説明している34。 

 

図表４ ＮＨＫインターネット活用業務の概要 

 

（出所）総務省資料に一部加筆 

 

 

                                                                                  
33 第 198 回国会衆議院総務委員会議録第 16 号 20 頁（令元.5.14） 
34 第 198 回国会参議院総務委員会会議録第 12 号３頁（令元.5.28） 
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ア 常時同時配信の実施に要する費用 

 常時同時配信の実施に要する費用について、ＮＨＫは、諸課題検討会等において初期

投資と受信契約の照合など運用に係るコストは、それぞれ 50 億円前後になるという試

算結果を説明してきたとした上で、「システムや認証の仕組みなど具体的なサービスを

実施していくための検討と併せて、現在改めて精査しているところ」であるとした35。 

また、運用コストの試算として示された 50 億円には、常時同時配信に係る権利処理

（権利処理については後述）に要するコストは含まれていないことから、権利処理の費

用を含めれば更にコストがかさむ懸念が指摘された。この点について、ＮＨＫは、「今

後の権利者団体等との交渉に当たり、常時同時配信が受信料で賄われる公共的サービス

であることを御理解いただき、経費を抑えられるように努めていきたい」旨を説明して

いる36。 

イ 常時同時配信の実施の解禁と 2.5％上限との関係 

民間放送事業者等は、常時同時配信によるＮＨＫの肥大化や民業圧迫を懸念しており、

（一社）日本民間放送連盟が平成 30 年 10 月に公表した「ＮＨＫ常時同時配信の実施に

関する考え方について」では、「インターネット活用業務の受信料収入 2.5％上限の維

持」を求めている37。 

一方、2.5％上限について、宍戸常寿参考人は「一つの目安にすぎない」と述べ38、ま

た、中村伊知哉参考人からは「国民から見れば特段の根拠はないのではないか」、「国

家戦略としては、千億円単位あるいは兆円単位でこの分野にどう投資を呼び込むかとい

うのを考える場面ではないか」との指摘がなされるなど39、費用の上限の在り方が論点と

なった。 

ＮＨＫは、常時同時配信を含むインターネット活用業務に係る費用について、「上限

を設けて適正に運用するという視点は重要だと認識」しているとし、改正法を踏まえて

新たな実施基準を策定する中で、「適切に実施してまいりたい」とした。また、「適正

な上限の中で抑制的な管理に努め、会計上の透明性確保の新たな考え方に従って十分な

説明を尽くしてまいる」旨答弁したが40、上限についての具体的な見通しは、改正法の審

議においては示されなかった。また、総務省からは、「受信料を負担する国民・視聴者

等に対する説明責任を果たす観点から、区分経理や情報開示の実施を求めることにより、

会計上の透明性の確保を図ることが適当」であるとの答弁がなされた41。 

こうした状況の下、総務省が令和元年７月１日に公表した「放送法施行規則の一部を

                                                                                  
35 第 198 回国会参議院総務委員会会議録第 12 号８頁（令元.5.28） 
36 第 198 回国会衆議院総務委員会議録第 16 号 31 頁（令元.5.14） 
37 改正法成立後となる令和元年６月 14 日の記者会見においても、日本民間放送連盟の大久保会長は、「仮にＮ

ＨＫが 2.5％の上限を超えてなし崩し的に経費を増やしていくのだとすれば、ＮＨＫの肥大化がますます進

み、民業圧迫という懸念も強まりかねないと思う。そういうことにはならないと思うが、私たちとしては当

面、ＮＨＫが 2.5％という上限を守ってくれると信じている。」と述べている。<https://www.j-ba.or.jp/ca

tegory/interview/jba103209> 
38 第 198 回国会衆議院総務委員会議録第 16 号 12 頁（令元.5.14） 
39 第 198 回国会衆議院総務委員会議録第 16 号４頁（令元.5.14） 
40 第 198 回国会参議院総務委員会会議録第 12 号９頁（令元.5.28） 
41 第 198 回国会参議院総務委員会会議録第 12 号 12 頁（令元.5.28） 
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改正する省令案」では、ＮＨＫが実施基準の認可申請を行う際、インターネット活用業

務の実施に要する費用について、算定根拠の明示が法的に義務付けられたほか（施行規

則第 12 条の３）、「常時同時配信等業務に係る費用」を明らかにして整理すべき旨等が

規定されている（同第 32 条）。今後、省令改正等を踏まえ、ＮＨＫにおいて実施基準が

策定され、その中で上限が示されることとなる。 

  

（４）ＮＨＫと民間放送事業者との連携・協力 

 我が国における放送は、受信料収入を経営の基盤とするＮＨＫと、広告収入等を基盤と

する民間放送事業者のいわゆる「二元体制」により行われており、その意義について、総

務省は、ＮＨＫと民間放送事業者が「互いに切磋琢磨することにより、放送番組の質の向

上や放送の健全な発達に貢献してきている」42旨を述べている。 

改正法では、ＮＨＫは、インターネット活用業務を行うに当たり、「他の放送事業者が実

施する当該業務に相当する業務の円滑な実施に必要な協力をするよう努めなければならな

い」とされ、ＮＨＫと民間放送事業者との協力について努力義務が規定された（第 20 条第

14 項）。 

ＮＨＫと民間放送事業者との協力については、事業者自身が要望していた点であり43、総

務省は、当該規定の趣旨について、「ＮＨＫがインターネット活用業務を行うに際して民放

と協力して取り組んでいくことは、放送界全体の発展の観点からも大変重要」であるため、

ＮＨＫに対して努力義務を課すこととした旨を答弁している44。 

ＮＨＫも、「放送で培った二元体制を維持しながら、放送と通信の融合時代においても相

互にメリットをもたらす協調や連携を進めることは重要と認識」しているとした上で、常

時同時配信等の開始後も、「民放との協調、連携には引き続き積極的に取り組んでまいりた

い」としている45。また、具体的な取組として、ＴＶｅｒについて令和元年度中に参加でき

るよう具体的な調整を進めているとしたほか46、ＣＤＮ（Content Delivery Network。ユー

ザーに効率よくコンテンツを配信するためのネットワーク）サービスを行っている事業者

への出資について、「具体的な課題の検討を急いでいるところ」とした47。 

 

（５）ＮＨＫによる地方向け放送番組の配信と民放ローカル局からの情報発信 

放送法において、ＮＨＫは、国内放送の番組編集等に当たって、「全国向けの放送番組の

ほか、地方向けの放送番組を有するようにすること」とされている（第 81 条第１項第２

号）。さらに、放送法に基づき、ＮＨＫによる放送は、放送対象地域（同一の放送番組の放

送を同時に受信できることが相当と認められる一定の区域）ごとに実施されている（第 91

                                                                                  
42 第 198 回国会衆議院総務委員会議録第 16 号 22 頁（令元.5.14） 
43 （一社）日本民間放送連盟「ＮＨＫ常時同時配信の実施に関する考え方について」（平成 30 年 10 月）では、

「ネット配信事業における民放事業者・ＮＨＫの連携」を要望している。 
44 第 198 回国会参議院総務委員会会議録第 12 号 18 頁（令元.5.28） 
45 第 198 回国会参議院総務委員会会議録第 12 号 10 頁（令元.5.28） 
46 ＮＨＫは、令和元年８月 23 日に、ＴＶｅｒを経由したＮＨＫ番組の配信を同月 26 日から行うことを公表し

た。（ＮＨＫ「ＴＶｅｒ経由のＮＨＫ番組の配信について」（令元.8.23））。 
47 第 198 回国会参議院総務委員会会議録第 12 号 10 頁（令元.5.28） 
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条第２項第２号）。 

改正法では、ＮＨＫがインターネット活用業務を行うに当たり、前述の民間放送事業者

との協力に加え、全国向けの放送番組のほか、地方向けの放送番組をインターネットを通

じて提供することについても努力義務が課された（第 20 条第 14 項）。 

ア 地方向け放送番組の配信の地域制御 

日本民間放送連盟会長が、「特にローカル局への影響は大きいので、きちんと話し合う

必要がある」と述べるなど48、民間放送事業者は、ＮＨＫの常時同時配信実施による民放

ローカル局への影響を懸念している49。また、日本民間放送連盟は、ＮＨＫのインター

ネット活用業務はあくまで「放送の補完」であり、放送制度との整合性を確保する観点

から50、「ＮＨＫ常時同時配信の地域制御」を求めている51。 

ＮＨＫは、地方向け放送番組の配信について、「常時同時送信は放送の補完と位置付け

ており、地域放送番組をどのように配信していくかという課題は重要」とした上で、「設

備整備などに係るコストや運営体制の面から、段階的に拡充していきたい」とし、地域

放送が行われている時間帯については、「当面、東京発の地域放送番組を配信する予定」

であるとした52。 

イ 民放ローカル局からの積極的な情報発信 

地域制御の必要性と併せ、民放ローカル局からの積極的な情報発信について論点とな

り、中村伊知哉参考人からも、「ＮＨＫが地域制限を行うこと自体は認めてよいとは思

うが、それ以上に現在問われるのは、ＮＨＫだけではなくて、民間、民放のローカル局

も含めて、地方の番組をいかに全国に発信をしていくのか、さらには海外に発信をして

いくのか」との問題提起がなされた53。 

総務省は、民放ローカル局について、「地域経済の活性化や市民生活の安心、安全の

確保の観点からも重要な役割を果たしている」と評価し、総務省として、海外の放送局

と共同で制作し放送する取組を支援しているほか、有識者会議での検討状況等を説明し

た上で、「地域の情報発信を担うローカル局がこれまで以上にその機能を発信していた

だけるように、しっかり取り組まなければいけない」と答弁している54。 

 

 

                                                                                  
48 （一社）日本民間放送連盟井上会長会見（平 29.9.21）<https://www.j-ba.or.jp/category/interview/jba

102350> 
49 宍戸常寿参考人は、「ＮＨＫの番組の常時同時配信がその地域限定で行われるということだと、要するに、

今までその住民の方がＮＨＫをテレビで見るのとネットで見るというので大きな違いはない」旨を述べた上

で、「キー局の番組について常時同時配信が行われ、それがまたネットで地域限定もなく行われていくという

ことになりますと、これはローカル局の経営といいますか、そういったものにも当然影響が起きてくるといっ

たようなことが当然に考え得る」としている。（第198回国会衆議院総務委員会議録第16号14頁（令元.5.14）） 
50 （一社）日本民間放送連盟「改正放送法の施行に向けたＮＨＫ関係の省令等の整備に対する意見」（令和元

年７月） 
51 （一社）日本民間放送連盟「ＮＨＫ常時同時配信の実施に関する考え方について」（平成 30 年 10 月） 
52 第 198 回国会参議院総務委員会会議録第 12 号２頁（令元.5.28） 
53 第 198 回国会衆議院総務委員会議録第 16 号 17 頁（令元.5.14） 
54 第 198 回国会参議院総務委員会会議録第 12 号 20 頁（令元.5.28） 
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（６）常時同時配信における円滑な権利処理 

 著作権法では、実演家やレコード製作者の権利が放送と通信で異なっており、事業者が

商業用レコードを放送で使用する場合には、事後的に実演家等に二次使用料を支払うのに

対し、インターネット配信で使用する場合には、事前に許諾を得ることが必要となる。 

ＮＨＫは、「権利者団体や個別の権利者の方々には丁寧に説明し、理解を得る努力を尽

くしていきたい。さらに、権利者団体とは、権利者から許諾を得るに当たっての手続ある

いは権料の条件などを取り決めるなど、業務を円滑に進めるための環境を整えていきたい」

旨を答弁した55。また、総務省は、「ＮＨＫのみならず、民間放送事業者も含めてネット同

時配信に係る権利処理が円滑に進むように、放送事業者における具体的なサービス内容や

海外の実態なども踏まえながら引き続き検討を進め、今年度中に一定の取りまとめを行う」

旨を答弁している56。 

 

（７）放送と通信の融合時代におけるＮＨＫの役割と常時同時配信と受信料制度の関係 

ＮＨＫは、常時同時配信について、「現在の受信料制度のもとで、放送を補完するもの

として、受信契約世帯に対して追加負担なく提供する」としており57、契約が確認できな

かった場合については、「同時配信の画面上に、例えば、このサービスが受信契約者向け

のサービスであることなどのメッセージを表示させた状態にとどめる方向で検討」してい

るとしている58。 

放送法では、ＮＨＫの放送を受信することのできる受信設備を設置した者は、ＮＨＫと

受信契約を締結しなければならないとされ（第 64 条第１項）、この受信契約に基づいて支

払われる受信料がＮＨＫの主たる財源となっているが、若年層を中心にテレビ離れが進み、

スマートフォンしか持たない者の増加が予想される中、国会においては、放送と通信の融

合時代におけるＮＨＫの役割やテレビを持たない者からの受信料徴収の可能性など、ＮＨ

Ｋの将来像が問われた。 

上田ＮＨＫ会長は、放送と通信の融合時代におけるＮＨＫの役割について、「テレビや

ラジオの放送を太い幹としつつ、インターネットも積極的に活用して、より多くの人々に

多様な伝送路で公共性の高い情報や番組を届けることで、信頼される情報の社会的基盤の

役割を果たすことは重要だと認識」しており、その目的は、「正確で公平公正な情報や豊

かで良い放送番組を幅広く提供することで、健全な民主主義の発達と文化水準の向上に寄

与するため」とした。その上で、常時同時配信を通じて、「放送番組を様々な機器、場所、

時間等においていつでもどこでも視聴したいという視聴者の期待に応えていきたいと考え

ている」旨を答弁している59。 

テレビを持たない者からの受信料徴収の可能性については、上田ＮＨＫ会長は、「テレ

ビを持たない世帯に公共性の高い情報やコンテンツを届けていくことは、ＮＨＫが信頼さ

                                                                                  
55 第 198 回国会参議院総務委員会会議録第 12 号 17 頁（令元.5.28） 
56 第 198 回国会参議院総務委員会会議録第 12 号 18 頁（令元.5.28） 
57 第 198 回国会衆議院総務委員会議録第 16 号 29 頁（令元.5.14） 
58 第 198 回国会参議院総務委員会会議録第 12 号 23 頁（令元.5.28） 
59 第 198 回国会参議院総務委員会会議録第 12 号 22 頁（令元.5.28） 
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れる情報の社会的基盤という役割を果たしていく上で重要な課題だと認識」しているとし

た上で、「放送と通信の融合時代にふさわしい受信料制度の在り方については研究が必要

な課題」である旨を答弁した60。また、石田総務大臣は、「将来的な受信料制度については、

今後のＮＨＫの常時同時配信の実施状況あるいは国民・視聴者から十分な理解を得られる

制度とすべきといった観点も踏まえて、中長期的に検討すべき課題であると認識している」

旨を答弁している61。 

 

（８）附帯決議 

 上記のような議論を踏まえ、衆参両院の総務委員会において、ＮＨＫに係る改正事項に

ついて附帯決議が付された。参議院総務委員会の附帯決議は、以下のとおりである62。 

 

放送法の一部を改正する法律案に対する附帯決議（参議院総務委員会、令和元年５月 28 日） 
 

政府及び日本放送協会は、本法施行に当たり、次の事項についてその実現に努めるべきである。 

 

一、協会は、本年三月二十八日の当委員会の附帯決議を踏まえ、公共放送としての社会的使命を認識

し、公正を保持し、放送法の原則を遵守することにより、国民・視聴者の信頼に応えること。 

 

二、協会は、インターネット活用業務における常時同時配信の実施が、協会のみならず、民間放送事

業者を含めた我が国の放送全体に与える影響に鑑み、常時同時配信を行うに際しては、協会の目的

や受信料制度の趣旨に沿って、公正性確保の観点から、会計上の透明性を確保しつつ、適正な規模・

水準の下、節度をもって適切に実施すること。 

 

三、前項に基づき、協会は、常時同時配信について、インターネット活用業務の実施基準の認可申請

を行うに際し、その内容、実施方法、実施に要する費用等を明らかにするとともに、当該費用につ

いては、できる限り詳細にその内訳を示すこと。 

さらに、協会は、常時同時配信を行うに当たっては、地域における情報の共有、発信及び提供が、

地域の社会・文化の維持・発展や地方分権の推進に重要な役割を果たすことに鑑み、その充実を図

るとともに、民間地方放送局の事業運営に十分に配慮すること。 

また、サービスやインフラ等の面において、民間放送事業者と十分な連携・協力を行うこと。 

 

四、政府は、インターネット活用業務の実施基準の認可に当たっては、国民・視聴者や利害関係者か

らの意見・苦情等について適切に対応すること。 

 

五、協会は、外部監査の強化を含め、専門家等による経営委員会や監査委員会等のサポート体制の強

化、事後チェック体制を充実させるとともに、意思決定プロセスやグループ全体の運営の透明性を

確保するため、情報公開の一層の充実を図ること。 

 

六、協会は、「公共メディア」としての役割と具体的な構想に関する協会の考え方について、広く国民・

視聴者に示し、意見をよく聴くとともに、それを支える受信料体系の在り方について検討を行うこ

と。 

 

七、経営委員会は、本法により協会のインターネット活用業務が常時同時配信に拡大されることに鑑

み、これまで以上に、放送法に規定する「役員の職務の執行の監督」の役割を徹底すること。 

 

  右決議する。 

                                                                                  
60 第 198 回国会参議院総務委員会会議録第 12 号 23 頁（令元.5.28） 
61 第 198 回国会衆議院総務委員会議録第 16 号 23 頁（令元.5.14） 
62 衆議院総務委員会の附帯決議は、第 198 回国会衆議院総務委員会議録第 16 号 40 頁（令元.5.14）参照。 
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５．おわりに 

改正法は、以上述べてきたとおり、常時同時配信の実施を解禁するものであるが、常時

同時配信は、ＮＨＫのインターネット活用業務を質、規模の両面において、大きく変える

ものとなり得る。 

ＮＨＫによる常時同時配信の具体的な実施方法や費用も含めた全体像は、ＮＨＫが策定

する実施基準、実施に要する費用が計上されることとなるＮＨＫ令和２年度予算等により

明らかにされることとなる。上記の附帯決議では、ＮＨＫが常時同時配信を行うに当たっ

て、適正な規模・水準の下での節度をもった適切な実施、実施に要する費用の明確化と内

訳の提示、民間放送事業者との十分な連携・協力等を求めているが、今後ＮＨＫが策定・

編成する実施基準やＮＨＫ予算等の中で、附帯決議の趣旨がどのように具現化されるか注

視される。 

また、改正法の審議では、放送と通信の融合時代におけるＮＨＫの役割など、ＮＨＫの

将来像についても広く議論が行われた。同審議に際し、上田ＮＨＫ会長は「多様な伝送路

を通じて、公共的価値の実現を追求する公共メディアの進化を目指していきたい」63とする

など、「公共メディア」への進化を繰り返し述べている。令和２年度までの現行ＮＨＫ経営

計画では、５つの重点方針の第一に「“公共メディア”への進化」を掲げ、「インターネッ

トや新しい技術も積極的に活用し、「情報の社会的基盤」として進化」を目指すとしている

が、同計画は常時同時配信の実施を前提にしておらず64、今後、ＮＨＫは、改正法に基づき、

新たな「中期経営計画」の策定を進めていくこととなる。附帯決議では、「「公共メディア」

としての役割と具体的な構想に関する協会の考え方」について、広く国民・視聴者に示す

ことを求めており、中期経営計画の策定を通じ、どのようにＮＨＫが「公共メディア」と

しての役割等を示していくのか、ＮＨＫの動向が注目される。 

 

（すずき ゆき） 

 

                                                                                  
63 第 198 回国会参議院総務委員会会議録第 12 号 11 頁（令元.5.28） 
64 上田ＮＨＫ会長は、現行経営計画公表時の記者会見において「常時同時配信は、放送法の改正を必要とする

ので、この経営計画では前提にしていない」旨を述べた。（「ＮＨＫ経営計画（2018-2020 年度）」発表 経営

委員長・会長記者会見要旨（平 30.1.16）<https://www.nhk.or.jp/pr/keiei/toptalk/kaichou/k2018_2.pdf>） 


